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宮崎県税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成23年９月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第40号

宮崎県税条例施行規則の一部を改正する規則

宮崎県税条例施行規則（昭和39年宮崎県規則第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（過料処分の決定通知）

第25条 知事は、条例第21条、第35条、第39条、第64条、第69条及

び第85条の４の規定によって過料を科する場合においては、過料

処分決定通知書（別記様式第39号）によって通知するとともに、

納入通知書（別記様式第40号）によって、その発付の日から起算

して10日を経過した日を納期限と定め、納入の告知をしなければ

ならない。

（法人の県民税の申告書提出期限延長の承認等の通知）

第49条の２ 所長は、法第53条第46項又は第47項の規定によって通

知をする場合においては、法人県民税・事業税の申告書提出期限

延長の承認等の通知書（別記様式第 144号の２）によってしなけ

ればならない。

（不動産取得税の減額等）

第55条 所長は、法第73条の２第６項、第73条の24第１項（同項第

１号に該当する場合に限る。）、同条第２項（同項第１号に該当

する場合に限る。）若しくは第73条の27の２第１項の規定によっ

て減額し、法第73条の27の３第１項、第73条の27の４第１項、同

条第３項、同条第５項、同条第７項、同条第９項、同条第11項、

第73条の27の５第１項、第73条の27の６第１項、第73条の27の７

第１項、同条第２項、第73条の27の８第１項若しくは第73条の27

の９第１項の規定により免除し、又は法第73条の２第７項、第73

条の27第１項、第73条の27の２第３項、第73条の27の３第４項、

第73条の27の４第２項、同条第４項、同条第６項、同条第８項、

同条第10項、同条第12項、第73条の27の５第３項、第73条の27の

６第２項、第73条の27の７第３項、第73条の27の８第２項若しく

は第73条の27の９第２項の規定により還付する場合においては、

当該不動産の取得者に対し、不動産取得税減額（免除・還付）申

（過料処分の決定通知）

第25条 知事は、条例第21条、第35条、第39条、第42条の５、第55

条の２、第64条、第69条及び第85条の４の規定によって過料を科

する場合においては、過料処分決定通知書（別記様式第39号）に

よって通知するとともに、納入通知書（別記様式第40号）によっ

て、その発付の日から起算して10日を経過した日を納期限と定め

、納入の告知をしなければならない。

（法人の県民税の申告書提出期限延長の承認等の通知）

第49条の２ 所長は、法第53条第47項又は第48項の規定によって通

知をする場合においては、法人県民税・事業税の申告書提出期限

延長の承認等の通知書（別記様式第 144号の２）によってしなけ

ればならない。

（不動産取得税の減額等）

第55条 所長は、法第73条の２第６項、第73条の24第１項（同項第

１号に該当する場合に限る。）、同条第２項（同項第１号に該当

する場合に限る。）若しくは第73条の27の２第１項の規定によっ

て減額し、法第73条の27の３第１項、第73条の27の４第１項、第

73条の27の５第１項若しくは第73条の27の６第１項の規定により

免除し、又は法第73条の２第７項、第73条の27第１項、第73条の

27の２第３項、第73条の27の３第４項、第73条の27の４第２項、

第73条の27の５第３項若しくは第73条の27の６第２項の規定によ

り還付する場合においては、当該不動産の取得者に対し、不動産

取得税減額（免除・還付）申請書（別記様式第 156号）の提出を

求めなければならない。
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請書（別記様式第 156号）の提出を求めなければならない。

（不動産取得税に関する文書の様式）

第56条 不動産取得税について、次の表の左欄に掲げる文書は、中

欄の規定を適用する場合に用い、その様式はそれぞれ右欄の定め

るところによる。

（自動車取得税申告書等の様式）

第63条 ［略］

様式第 144号の２（第49条の２、第53条の３関係）

様式第 156号（その２）（第55条関係）

［略］

添付書類

１ 新築住宅用土地の場合は、住宅の登記事項証明書又は住宅表

示登記済証を添付してください。

２ 既存住宅等用土地の場合は、住宅の登記事項証明書と取得者

の住民票抄本を添付してください。

別記様式第 156号（その５）を次のように改める。

（不動産取得税に関する文書の様式）

第56条 不動産取得税について、次の表の左欄に掲げる文書は、中

欄の規定を適用する場合に用い、その様式はそれぞれ右欄の定め

るところによる。

（自動車取得税申告書等の様式）

第63条 ［略］

（自動車取得税の非課税対象路線）

第63条の２ 条例附則第35項の規則で定める路線は、道路運送法（

昭和26年法律第 183号）第３条第１号イに規定する一般乗合旅客

自動車運送事業を経営する者が、地域住民の生活に必要な路線で

輸送人員の減少等により運行の維持が困難になっているものとし

て、県からその運行の用に供する車両購入に係る補助金の交付を

受けて取得した一般乗合用バスを運行の用に供する路線とする。

様式第 144号の２（第49条の２、第53条の３関係）

様式第 156号（その２）（第55条関係）

［略］

添付書類

住宅用土地の場合は、建物表題登記の登記申請書及び登記完了

証又は建物の登記事項証明書若しくは建物表示登記済証を添付し

てください。

［略］

［略］条例第41条から

第41条の９まで

不動産取得税徴収猶予申告書

［略］

［略］

［略］条例第41条から

第41条の６まで

不動産取得税徴収猶予申告書

［略］

［略］

［略］

［略］

［略］承

認

等

の

内

容

事

業

税

［略］

年 月 日まで延長

［略］

［略］年 月 日まで 月間延長届

出

の

内

容

県

民

税 ［略］年 月 日から 月間に変更

年 月 日まで 延長承認の

取消し、廃止

［略］

［略］

［略］

［略］

［略］承

認

等

の

内

容

事

業

税

［略］上記事業年度分について

年 月 日まで延長

［略］

［略］上記事業年度分から 月間延長届

出

の

内

容

県

民

税 ［略］月間に変更

上記事業年度分から 延長承認の

取消し、廃止

［略］
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別記様式第 156号（その６）及び別記様式第 156号（その７）を削る。

別記様式第 157号を次のように改める。
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別記様式第 160号（その７）から別記様式第 160号（その９）までを削る。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第25条の改正規定は、平成24年１月１日から施行する。

（不動産取得税に関する経過措置）

２ この規則による改正後の宮崎県税条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）の規定中不動産取得税に関する部分は、平成23年７

月１日以後の不動産の取得に対して課すべき不動産取得税について適用し、同日前の不動産の取得に対して課する不動産取得税について

は、なお従前の例による。

（自動車取得税に関する経過措置）

３ 改正後の規則第63条の２の規定は、平成23年７月１日以後の自動車の取得に対して課すべき自動車取得税について適用し、同日前の自

動車の取得に対して課する自動車取得税については、なお従前の例による。

（用紙に関する経過措置）

４ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の宮崎県税条例施行規則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の事

項を適宜補正して使用することができる。

港湾法及び宮崎県港湾管理条例の施行に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成23年９月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第41号

港湾法及び宮崎県港湾管理条例の施行に関する規則の一部を改正する規則

港湾法及び宮崎県港湾管理条例の施行に関する規則（昭和38年宮崎県規則第31号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（指定管理者の指定の基準）

第15条 条例第17条の４第３項第４号の規則で定める基準は、次に

掲げる基準とする。

（１） 条例第17条の６各号に掲げる業務（以下「指定管理業務」

という。）について、相当の知識及び経験を有する者を従事さ

せることができること。

（２） ［略］

（指定管理者の管理の基準）

第17条 条例第17条の７の規則で定める管理の基準は、次に掲げる

管理の基準とする。

（１）～（４） ［略］

（指定管理者が行う使用の許可）

第18条 条例第17条の８において読み替えて適用する条例第９条の

規定による指定管理者が行う許可は、次のとおりとする。

（１）～（６） ［略］

（指定管理者の指定の基準）

第15条 条例第17条の４第３項第４号の規則で定める基準は、次に

掲げる基準とする。

（１） 条例第17条の５各号に掲げる業務（以下「指定管理業務」

という。）について、相当の知識及び経験を有する者を従事さ

せることができること。

（２） ［略］

（指定管理者の管理の基準）

第17条 条例第17条の６の規則で定める管理の基準は、次に掲げる

管理の基準とする。

（１）～（４） ［略］

（指定管理者が行う使用の許可）

第18条 条例第17条の７において読み替えて適用する条例第９条の

規定による指定管理者が行う許可は、次のとおりとする。

（１）～（６） ［略］

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

都市計画法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成23年９月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第42号

都市計画法施行細則の一部を改正する規則

都市計画法施行細則（昭和45年宮崎県規則第63号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（趣旨）

第１条 この規則は、別に定めるもののほか、都市計画法（昭和43

年法律第 100号。以下「法」という。）、都市計画法施行令（昭

和44年政令第 158号。以下「政令」という。）、都市計画法施行

規則（昭和44年建設省令第49号。以下「省令」という。）及び都

（趣旨）

第１条 この規則は、別に定めるもののほか、都市計画法（昭和43

年法律第 100号。以下「法」という。）、都市計画法施行令（昭

和44年政令第 158号。以下「政令」という。）及び都市計画法施

行規則（昭和44年建設省令第49号。以下「省令」という。）の施
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行に関し必要な事項を定めるものとする。 市計画法施行条例（平成15年宮崎県条例第24号。以下「条例」と

いう。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（区域の申出）

第42条 条例第３条第１項の申出は、次に掲げる事項を記載した申

出書を提出することにより行うものとする。

（１） 区域の名称

（２） 区域の面積

（３） 指定を受けようとする主な理由

（４） 区域における建築物の連たん状況

（５） 区域における公共施設の整備状況

（６） 区域における建築物の集積度

２ 前項の申出書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

（１） 区域の位置及び範囲を示す図面

（２） 区域における土地の地番、地籍及び地目

（３） 区域における公共施設の整備状況（道路にあっては幅員を

明示したもの。）を示す図面

（４） 区域における既存建築物の位置及び敷地の範囲を示す図面

（５） 区域における既存建築物の一覧表及び建築日が確認できる

書類

（６） 公聴会の開催等住民の意見を反映させるために必要な措置

を講じた場合においては、その状況及び住民から出された意見

の概要を記載した書類

（７） その他知事が必要と認める書類及び図面

（区域の境界）

第43条 知事は、条例第３条第１項の規定により区域を指定する場

合は、区域の境界を建築物の敷地の境界により定めることとし、

これにより難い場合は、道路、河川その他の地形、地物等土地の

範囲を明示するのに適当なもの及び町界、字界等により定めるも

のとする。

（大規模な既存の集落）

第44条 条例第３条第１項の規則で定める大規模な既存の集落は、

次に掲げる要件を満たす集落のうち、当該都市計画区域に係る市

街化区域における人口、産業の動向、土地利用の状況等の市街化

の動向、市街化区域からの距離等を勘案し、市街化を促進するお

それがないと認められるものとして知事が指定する集落とする。

（１） 独立して一体的な日常生活圏を構成していると認められる

おおむね 200戸以上の建築物が連たんしている集落又はその集

落と地形等からみた自然的条件及び地域住民の社会生活に係る

施設利用等の社会条件に照らして一体的な日常生活圏を構成し

ていると認められるおおむね50戸以上の建築物が連たんしてい

る集落であること。

（２） 当該集落に係る戸数密度（１ヘクタール当たりの平均戸数

をいう。）が当該市街化区域に係る計画戸数密度（将来人口密

度から想定される戸数密度をいう。）のおおむね50パーセント

以上であること。

（条例第３条第２項の規則で定める土地）

第45条 条例第３条第２項の規則で定める土地は、次に掲げる要件

をすべて満たすものとする。

（１） 下水を有効に排出し、並びに当該指定に係る土地の区域及

びその周辺に溢水等による被害を生じさせない構造能力を持つ

排水施設が配置されている土地

（２） 建築基準法（昭和25年法律第 201号）第42条第１項第１号

から第３号まで又は同条第２項に規定する道路に接している土

地
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（書類の経由等）

第42条 法、省令及びこの規則の規定により知事に提出する書類は

、次に掲げるものを除き、当該書類に係る案件又は物件のある区

域を管轄する土木事務所又は西臼杵支庁（以下「土木事務所等」

という。）の長を経由しなければならない。

（１）～（４） ［略］

（５） 前条に規定する証明願

２ 法、省令及びこの規則の規定により知事に提出する書類の部数

は、前項各号に掲げる書類にあっては１部、省令第39条第１項に

規定する申請書及び第14条の規定により提出する書類にあっては

２部（正本１部及び副本１部）、その他の書類にあっては３部（

正本１部及び副本２部）とする。

３ ［略］

（３） 旗ざお形状の土地（敷地内に路地状の通路を設けなければ

、建築基準法第43条第１項の規定に適合しない土地をいう。）

以外の土地（前号の道路から延長20メートル以下の通路で接続

する土地を除く。）

（指定等の告示）

第46条 条例第３条第３項の規定による告示は、次に掲げる事項に

ついて行うものとする。

（１） 区域の名称

（２） 区域の範囲

（３） 指定を行った期日

（４） 関係図書を公衆の縦覧に供する場所

（条例第５条の規則で定める基準）

第47条 条例第５条の規則で定める基準は、次に掲げるものとする

。

（１） 敷地面積の最低限度 200平方メートル

（２） 建ぺい率 50パーセント以下

（３） 容積率 100パーセント以下

（４） 高さ 10メートル以下

（５） 外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境界線までの距離の

最小のもの １メートル以上

（書類の経由等）

第48条 法、省令、条例及びこの規則の規定により知事に提出する

書類は、次に掲げるものを除き、当該書類に係る案件又は物件の

ある区域を管轄する土木事務所又は西臼杵支庁（以下「土木事務

所等」という。）の長を経由しなければならない。

（１）～（４） ［略］

（５） 第41条の２に規定する証明願

２ 法、省令、条例及びこの規則の規定により知事に提出する書類

の部数は、前項各号に掲げる書類にあっては１部、省令第39条第

１項に規定する申請書及び第14条の規定により提出する書類にあ

っては２部（正本１部及び副本１部）、その他の書類にあっては

３部（正本１部及び副本２部）とする。

３ ［略］

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

都市公園条例施行規則及び宮崎県総合運動公園の管理及び使用に係る事務委任に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成23年９月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第43号

都市公園条例施行規則及び宮崎県総合運動公園の管理及び使用に係る事務委任に関する規則の一部を改正する規則

（都市公園条例施行規則の一部改正）

第１条 都市公園条例施行規則（昭和61年宮崎県規則第13号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（指定管理者が行う業務）

第33条 条例第15条の５第３号の規則で定める業務は、次に掲げる

業務とする。

（１）～（３） ［略］

（指定管理者の管理の基準）

第34条 条例第15条の６の規則で定める管理の基準は、次に掲げる

管理の基準とする。

（１）～（４） ［略］

（協定書の締結）

（指定管理者が行う業務）

第33条 条例第15条の４第３号の規則で定める業務は、次に掲げる

業務とする。

（１）～（３） ［略］

（指定管理者の管理の基準）

第34条 条例第15条の５の規則で定める管理の基準は、次に掲げる

管理の基準とする。

（１）～（４） ［略］

（協定書の締結）



宮 崎 県 公 報 平成 23年 ９ 月 29日（木曜日） 号外 第 72号

害 11害

第35条 知事は、次に掲げる事項について、指定管理者と協定を締

結するものとする。

（１） 条例第15条の４各号に掲げる業務（以下「指定管理業務」

という。）の実施に関し必要な事項

（２）～（４） ［略］

第35条 知事は、次に掲げる事項について、指定管理者と協定を締

結するものとする。

（１） 条例第15条の５各号に掲げる業務（以下「指定管理業務」

という。）の実施に関し必要な事項

（２）～（４） ［略］

（宮崎県総合運動公園の管理及び使用に係る事務委任に関する規則の一部改正）

第２条 宮崎県総合運動公園の管理及び使用に係る事務委任に関する規則（平成10年宮崎県規則第76号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成23年９月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第44号

宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則

宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則（平成９年宮崎県規則第53号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

改正後改正前

別表（第２条関係）

１ 有料公園施設

（１）～（20） ［略］

（21） 条例第15条の５の規定による指定管理者が行う業務に関

すること。

（22） 条例第15条の６の規定による指定管理者が行う管理の基

準に関すること。

（23） 条例第15条の８の規定による指定管理者の指定等の告示

に関すること。

（24）～（31） ［略］

２ ［略］

別表（第２条関係）

１ 有料公園施設

（１）～（20） ［略］

（21） 条例第15条の４の規定による指定管理者が行う業務に関

すること。

（22） 条例第15条の５の規定による指定管理者が行う管理の基

準に関すること。

（23） 条例第15条の７の規定による指定管理者の指定等の告示

に関すること。

（24）～（31） ［略］

２ ［略］

改正後改正前

（指定管理者の管理の基準）

第47条 条例第78条の規則で定める管理の基準は、次に掲げる管理

の基準とする。

（１）～（５） ［略］

（協定書の締結）

第48条 知事は、次に掲げる事項について、指定管理者と協定を締

結するものとする。

（１） 条例第77条各号に掲げる業務（以下「指定管理業務」とい

う。）の実施に関し必要な事項

（２）～（４） ［略］

（指定管理者の管理の基準）

第47条 条例第77条の規則で定める管理の基準は、次に掲げる管理

の基準とする。

（１）～（５） ［略］

（協定書の締結）

第48条 知事は、次に掲げる事項について、指定管理者と協定を締

結するものとする。

（１） 条例第76条各号に掲げる業務（以下「指定管理業務」とい

う。）の実施に関し必要な事項

（２）～（４） ［略］
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